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日本在住外国人の死亡率示唆されたヘルシー・マイグラント効果
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目的 日本在住外国人の死亡率を日本人と比較し，その特徴と傾向を明らかにする。また，日本在

住外国人の健康に関する研究の意義と今後の方向性について考察する。

方法 対象は日本在住外国人とした。データ（2010年）は政府統計から入手した。外国人の実際の

人口により近いと考えられる法務省の登録外国人統計による外国人登録者数を用いた死亡率を

新たに算出し，外国人の死亡率と日本人の死亡率を比較した。

結果 死亡総数の年齢調整死亡率（人口10万対）は男性571.5，女性316.1で，日本人の値を 1 とし

たときの率比は男性1.1，女性1.0であり，日本人とほぼ同等の年齢調整死亡率であった。しか

し，年齢階級別の率比は，2034歳で0.30.5，3559歳で0.61.0，60歳以上で1.01.4と，年齢

階級とともに上昇していた。一般的に外国人は日本人より多くの面で不利な状況にあると思わ

れるが，若年層から中年層の死亡率は日本人より低く，高年層では日本人より高くなってい

た。同様の傾向は，主要死因別死亡率でもみられたが，不慮の事故，自殺による死亡率は中年

層でも日本人より死亡率が高かった。また，高年層では主要死因別死亡率が全般的に日本人よ

り高い中で，とくに自殺による死亡率が高かった。

結論 本研究結果は，若年層および中年層の外国人は日本人より健康であり，日本でもヘルシー・

マイグラント効果が存在する可能性を示している。しかし，その効果はその国での在住期間が

長いと減少・収束するという報告があり，若年・中年層でみられた低い死亡率は，何もしなけ

ればやがて上昇に転じ，日本人のそれを上回ることも考えられる。死因別にみれば，中年層で

は外因死（不慮の事故，自殺）による死亡率が高く，また，高年層ではヘルシー・マイグラン

ト効果の減少や収束にとどまらない高い死亡率の死因が多く，中でも自殺による死亡率はとく

に高く，いずれも留意されるべきである。死亡率の算出値には，過小評価や過大評価の影響が

まだ残されている。しかし，その影響の程度は小さく，算出値の妥当性が公表値のそれに比べ

て劣るとの根拠として十分ではない。ヘルシー・マイグラント効果に関するさらなる研究は，

日本在住外国人の現在と将来の健康課題の解明とその対策に有用であると思われる。
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 緒 言

日本で外国人の存在が広く注目されるようになっ

たのは，「ニューカマー」と呼ばれるアジアや中南

米の出身者が急増し始めた1980年代後半以降であ

る。以来，その人口は増え続け，2015年12月末現

在，日本の総人口の約1.8に相当する223万人の外

国人が正規の在留資格を取得して在住している1)。

そのほぼ 3 人に 2 人（64.4)1)が，永住者，日本人

の配偶者等，永住者の配偶者等，定住者の，4 つの

在留資格からなる居住資格2)の取得者であるか，ま

たは終戦前から日本に在留し，平和条約の発効で日

本国籍を離脱した人およびその子孫3)である特別永

住者のいずれかであり，将来にわたって生活者とし

て日本に在住すると考えられる人々である。

このような人々に代表される，生活者としての外

国人の健康状況について把握することは，公衆衛生

学上重要であり，これまでも多くの研究により，現

状や課題が明らかにされてきた4～9)。しかし，国籍

や文化の多様さ，対象者へのアクセスやコミュニ

ケーションの困難さなどから，日本に住む外国人の

健康状況を総体的に把握することは容易ではない。

海外ではこうした外国人を移民あるいはマイノリ
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ティーと位置づけ，健康に関する学術誌が刊行され

るなど10,11)，学問分野として確立され，研究が盛ん

である。そうした中，死亡率を用いた研究から，ヘ

ルシー・マイグラント効果（Healthy Migrant EŠect）
と呼ばれる現象の存在が明らかにされた12)。これ

は，移民の健康状態は移民先の国の国民の健康状態

よりも良いという現象であり12)，ヒスパニック・パ

ラドックス，または疫学的パラドックスとして知ら

れる13～15)。

ヘルシー・マイグラント効果についてはさまざま

な議論があり，いまだ検証の途上である14,16,17)が，

こうした視点から日本における外国人の健康課題を

総体的にとらえ，日本社会におけるその意味につい

て議論する試みは，生活者としての外国人の健康状

況を理解するうえで有用である。日本にも，死亡率

を用いた研究はあるが，特定の国籍の外国人18～20)

や一部地域の外国人20)を対象としており，外国人の

健康状況を総体的に把握するには至っていない。

そこで本研究では，生活者として日本に在住する

外国人を，日本在住外国人という 1 つの集団として

捉え，その死亡率を日本人の死亡率と比較すること

を目的とした。

しかし，人口動態統計特殊報告21)の死亡率の分母

人口である国勢調査による基準人口22)は，外国人人

口の実態を大きく下回ることが知られ23～25)，外国

人の死亡率が過大評価されている可能性がある。そ

こで，より実態に近いと考えられる法務省の登録外

国人統計による外国人登録者数を用いて死亡率を計

算し，それを日本人の死亡率と比較することとし

た。さらにその結果を海外の知見と比較・検討し，

日本在住外国人の死亡状況の傾向と意味について議

論し，今後の研究の方向性とその可能性について考

察した。

 方 法

. 対象者

本研究の対象者は，生活者として日本に在住する

日本在住外国人とした。本研究において，実質的な

生活者としての外国人を 1 つの集団として幅広く捉

えたものである。在留資格をもたない外国人も含

む。ただし，外国政府関係者など，国勢調査で除外

される外国人26)は含まない。

. 入手データと統計資料

外国人および日本人の死亡数および死亡率は，厚

生労働省の人口動態統計特殊報告21)から入手した。

死亡数は，外国人のデータも含め毎年公表されてい

るが，性・年齢 5 歳階級・主要疾患別の 3 カテゴ

リーで層化された死亡数および死亡率の最新統計

は，本稿執筆時点では2010（平成22）年の統計デー

タであり，本研究ではそれを用いた。死亡率は，年

齢階級別死亡率（人口10万対）と年齢調整死亡率

（人口10万対）を用いた。

外国人および日本人の基準人口は総務省の平成22
年（2010年）国勢調査26)から，外国人登録者数は法

務省の登録外国人統計（2010年)27)から，それぞれ

入手した。

政府統計のデータ入手には，ウェブサイト上の政

府統計の窓口28)を適宜利用した。

. 統計と外国人人口の定義

各統計が対象とする外国人人口の定義は次の通り。

人口動態統計特殊報告は，市区町村長に届出の

あった出生・死亡・死産・婚姻・離婚の全数をその

対象とする人口動態統計29)のデータをもとにした加

工統計30)であり，人口動態統計が対象とする死亡を

すべて対象とする。ここでは，死亡などの届出の

あった外国人がすべて対象となる。死亡率の分母人

口には，外国人人口および日本人人口ともに，国勢

調査による基準人口が用いられている。

総務省の国勢調査は，国勢調査実施時点で日本国

内の「当該住居に 3 か月以上にわたって住んでいる

か，又は住むことになっている者」31)などが対象と

されており，外国人もこの条件に該当すればすべて

対象となる。国勢調査から除外される外国人は，外

国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含

む）およびその家族，外国軍隊の軍人・軍属および

その家族であり31)，本研究でも対象外とした。

法務省の登録外国人統計が対象とするのは外国人

登録者であり，日本に「就労，勉学，同居等の目的

をもって相当期間滞在し，地域社会で「生活する」

ような外国人が主たる対象」と定義され，33の在留

資格のいずれかの取得者である31)。登録外国人統計

は，日本に入国あるいは日本で出生したすべての外

国人について新規に作成される登録原票をもとに集

計される32)。ただし，「外交」や「公用」などの在

留資格をもつ外国政府関係者の公用渡航者および日

米地位協定等に該当する軍人，軍属およびその家族

等は外国人登録の対象とはならない33)。登録原票

は，在留資格や在留期間などの変更登録申請，およ

び出国あるいは死亡等によって更新，閉鎖され32)，

統計には最新の状況が反映される。

. 種類の死亡率

人口動態統計特殊報告で公表されている外国人の

年齢調整死亡率と年齢階級別死亡率の値は，分母人

口である国勢調査による基準人口の外国人人口把握

率が低いため，実際より過大評価になっている可能

性がある。Table 1 に，国勢調査による基準人口の
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Table 1 Population of foreign residents in diŠerent statistics, by sex and age groups, 2010

Age
(years)

Male Female

National censusa) Statistics of F/Rb) Proportionc) National censusa) Statistics of F/Rb) Proportionc)

Total 756,010 972,481 77.7 919,614 1,161,670 79.2
04 27,553 34,772 79.2 26,204 33,137 79.1
59 24,342 31,135 78.2 23,154 29,465 78.6

1014 24,814 31,683 78.3 24,360 30,651 79.5
1519 30,815 38,130 80.8 33,596 40,696 82.6
2024 98,846 124,699 79.3 121,022 151,582 79.8
2529 112,121 147,196 76.2 124,026 163,527 75.8
3034 93,226 124,024 75.2 113,575 148,174 76.6
3539 75,432 100,036 75.4 100,202 127,882 78.4
4044 63,807 86,007 74.2 94,092 121,576 77.4
4549 53,246 71,847 74.1 73,268 94,062 77.9
5054 39,761 51,566 77.1 51,887 65,353 79.4
5559 33,168 40,661 81.6 38,916 47,651 81.7
6064 28,406 33,244 85.4 29,272 34,125 85.8
6569 19,573 21,861 89.5 22,038 24,356 90.5
7074 13,833 14,931 92.6 16,969 18,555 91.5
7579 8,136 8,935 91.1 11,876 12,943 91.8
80≦ 8,931 11,754 76.0 15,157 17,935 84.5

a) Ministry of Internal AŠairs and Communications, b) Ministry of Justice, F/R: Foreign residents
c) (National census)/(Statistics of F/R)
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外国人人口と，登録外国人統計による外国人登録者

数を，性・年齢階級別に併記した。前者は後者より

20以上少ない。そこで本研究では，人口動態統計

特殊報告で公表されている死亡率データ（以下，公

表値，Published Death Rate, PDR）とは別に，修正

値（Modiˆed Death Rate, MDR），および算出値

（Calculated Death Rate, CDR）を新たに計算し，全

部で 3 種類の死亡率を用いた。

. 死亡率とその計算方法

死亡率の修正値と算出値の計算方法は次の通り。

算出値は外国人登録者数を分母にした値であり，日

本人にはない。

まず，統計間で異なる年齢階級区分を統一した。

人口動態統計特殊報告，および国勢調査による基準

人口では，年齢階級区分の最上階級が「85歳以上」

である。一方，登録外国人統計の年齢階級区分の最

上階級は「80歳以上」である。そこで，「8084歳」

と「85歳以上」の階級を統合し，最上階級を「80歳
以上」に統一した。

次に，統一した「80歳以上」階級の死亡率につい

て，統合した 2 階級の死亡数の和を，同じく統合し

た 2 階級の基準人口の和で除して求めた。そして，

他の年齢階級別の死亡率（公表値）と合わせ，全体

として，年齢階級別死亡率の修正値とした。この修

正値と，60歳モデル人口を用いて，外国人と日本人

について年齢調整死亡率の修正値を求めた。具体的

には，年齢階級別死亡率の修正値を，同じ年齢階級

の昭和60年モデル人口の人口数に乗じて年齢階級別

に期待死亡数を求め，全年齢階級の期待死亡数の総

和を，昭和60年モデル人口の総数で除し，年齢調整

死亡率を求めた。

さらに，外国人については，年齢階級別死亡率の

修正値の分母人口に，登録外国人統計の外国人登録

者数を用いて年齢階級別死亡率の算出値とし，これ

をもとに，60歳モデル人口を用いて，年齢調整死亡

率の算出値を求めた。具体的な手順は修正値の場合

と同様である。

ところで，分母に用いた人口統計データの年齢不

詳人口は，国勢調査による基準人口では各年齢階級

に案分されている一方，登録外国人統計の外国人登

録者数では案分されていない。しかし，2010年の登

録外国人統計の年齢不詳人口はゼロであった27)。ま

た，死亡数における年齢不詳人口は，外国人26人，

日本人638人であり，前述の死亡率の計算からは除

外したものの，死亡総数は外国人6,425人，日本人

119万人であり，その影響は無視できると判断した。

なお，全年齢の死亡数には年齢不詳人口が含まれ

ているため，各年齢階級の死亡数の総和と全年齢の
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Table 2 Age-adjusted death rates (in 100,000 population) and ratio of age-adjusted death rates by causes of death and
sex in foreign residents and Japanese population

All causes
of death
死亡総数

Malignant
neoplasms
悪性新生物

Diabetes
mellitus
糖尿病

Heart diseasesd)

心疾患
（高血圧性除く)

Cerebrovascular
diseases

脳血管疾患

Pneumonia
肺炎

Age-adjusted
death rate

Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc)

Male PDRs† 674.4 544.3 1.2 214.3 182.4 1.2 9.6 6.7 1.4 100.4 74.2 1.4 63.4 49.5 1.3 60.7 46.0 1.3
MDRs‡ 687.9 547.8 1.3 216.1 182.8 1.2 9.8 6.7 1.5 103.4 74.8 1.4 64.4 49.8 1.3 62.8 46.8 1.3
CDRs 571.5 ― 1.0 183.1 ― 1.0 8.3 ― 1.2 85.3 ― 1.1 53.9 ― 1.1 50.9 ― 1.1

Female PDRs† 349.6 274.9 1.3 112.1 92.2 1.2 5.7 3.3 1.7 53.4 39.7 1.3 37.1 26.9 1.4 24.2 18.9 1.3
MDRs‡ 368.3 294.6 1.3 113.9 93.8 1.2 5.8 3.4 1.7 57.8 44.1 1.3 39.8 29.4 1.4 27.3 21.9 1.2
CDRs 316.1 ― 1.1 98.5 ― 1.0 5.1 ― 1.5 49.7 ― 1.1 34.3 ― 1.2 23.4 ― 1.1

COPDe)

慢性閉塞性
肺疾患

Diseases
of liver
肝疾患

Renal failure
腎不全

Senility
老衰

Accidents
不慮の事故

Suicide
自殺

Age-adjusted
death rate

Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc) Fa) Jb) RRc)

Male PDRs† 11.7 9.1 1.3 18.1 11.2 1.6 12.9 8.3 1.6 5.8 6.9 0.8 31.8 24.2 1.3 27.5 29.8 0.9
MDRs‡ 12.1 9.3 1.3 18.2 11.2 1.6 13.4 8.4 1.6 6.6 7.3 0.9 32.5 24.3 1.3 27.7 29.8 0.9
CDRs 9.9 ― 1.1 15.1 ― 1.3 10.9 ― 1.3 5.1 ― 0.7 26.3 ― 1.1 22.6 ― 0.8

Female PDRs† 2.4 1.4 1.7 4.7 3.8 1.2 6.9 4.8 1.4 7.5 8.9 0.8 11.9 10.0 1.2 14.8 10.9 1.4
MDRs‡ 2.7 1.5 1.8 4.8 3.8 1.2 7.4 5.3 1.4 9.4 11.8 0.8 12.3 10.4 1.2 14.9 10.9 1.4
CDRs 2.3 ― 1.5 4.0 ― 1.1 6.4 ― 1.2 7.9 ― 0.7 10.4 ― 1.0 12.2 ― 1.1

a) Foreign residents, b) Japanese, c) Rate ratio of death rates (Japanese death rate＝1),
d) Excluding hypertensive heart diseases, e) Chronic obstructive pulmonary disease
† O‹cially Published Death Rates (age-adjusted) in Speciˆed Report of Vital Statistic. PDRs are supposed to be overesti-

mated, due to underestimated number of foreigners in National Census.
‡ Modiˆed age-adjusted Death Rates. Two age categories of `̀ 8084'' and `̀ 85 or over'' were integrating into `̀ 80 or over,''

so as to make diŠerent age categories in 2 diŠerent statistics, Speciˆed Report of Vital Statistics and statistics of registered
foreign nationals, unify. Other than `̀ 80 or over'' categories, MDRs equal to PDRs.

 Calculated age-adjusted Death Rates. The denominators were number of foreign residents from statistics of registered for-
eign nationals to avoid overestimation in PDRs. RRs of CDRs were calculated by deviding CDRs of foreign population
by MDRs of Japanese population.
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死亡数は必ずしも一致しない。また，死亡数が10未
満の年齢階級では，死亡率の精度が不十分と判断し

て死亡率を求めず，分析対象から除外した。

. 死亡率の比較

年齢調整死亡率と年齢階級別死亡率について，外

国人の算出値と日本人の修正値を比較した。比較に

当たっては，日本人の死亡率を 1 としたときの外国

人の死亡率の率比（Rate Ratio, RR）を求めた。参

考までに，公表値と修正値それぞれについても外国

人と日本人を比較し，率比を併記した。

 結 果

2010年の外国人の死亡総数は6,425人（男性3,650
人，女性2,775人)21)で，その年の外国人登録者数

213万4,151人27)の0.3であった。年齢調整死亡率

の公表値は男性674.4，女性349.6で（Table 2），同

じ年の日本人人口の公表値（男性 544.3，女性

274.9)21)より1.2から1.3倍高かった。しかし，算出

値では，死亡総数で男性571.5，女性316.1であり，

率比は順に1.0，1.1で，男性では日本人との差はみ

られず，女性では外国人の方がやや高い程度であっ

た。ところが死因別でみると，主要11死因のうち 8
死因で率比が1.0を上回り（男女），糖尿病，肝疾

患，腎不全（以上，男性），糖尿病，脳血管疾患，

COPD，腎不全（以上，女性）では，率比が1.2

1.5の高い値であった。下回ったのは老衰（男女）

と自殺（男性）であった。

次に，年齢階級別に死亡率の算出値（外国人）と

修正値（日本人）の率比を，性・主要死因別に示し

た（Table 3）。死亡数が10未満の場合は分析から除
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外したため，若年層の率比が得られた年齢階級は限

定的であった。まず死亡総数においては，男女とも，

2059歳のほぼすべての階級で1.0を下回り，若年層

の2034歳では率比が0.30.5と小さく，中年層の

3559歳では0.61.0と次第に上昇し，60歳以上の高

年層では1.01.4と，ほぼすべての階級で1.0を上

回った。

若い年齢階級ほど率比が小さく，階級の上昇とと

もに率比が高くなる同様の傾向は，死因別でもみら

れた。悪性新生物では，男女とも，4059歳の階級

では1.0を下回り，6079歳では反対に1.0を上回っ

ていた（男性80歳以上を除く）。自殺（男性）も，

3554歳では1.0を下回り，55歳以降の階級では1.0
を上回っていた。

その他の死因では率比の得られた年齢階級が限ら

れ，年齢階級と率比との傾向ははっきりとは確認で

きなかったが，心疾患および脳血管疾患（男女），

不慮の事故（男性），自殺（女性）では，例外はあ

るものの，中年層で率比が1.0かそれを下回る階級

が複数みられ，高年層では1.0を上回る階級が多く

みられた。また，その他の，糖尿病，肺炎，

COPD，肝疾患，腎不全（以上，男女），および不

慮の事故（女性）では，中高年層で得られた率比の

多くが1.0を上回っていた。

しかし，肺炎（男女）と COPD（男性）では，

80歳以上の階級で0.91.0の階級がみられ，同様の

傾向であるとは判断できなかった。また，唯一の例

外は老衰で，率比が得られた80歳以上の階級の率比

は0.7（男女）で，外国人の死亡率は日本人を大き

く下回った。

その他，いくつか懸念される傾向がみられた。不

慮の事故（男性）および自殺（女性）では，中年層

の比較的若い階層から1.0を上回る率比がみられは

じめていた。参考までに，女性の不慮の事故につい

て「2029歳」と「3039歳」の年齢階級を設定して

10以上の死亡数を確保し，率比を求めたところ，順

に1.0，1.2であり，比較的若い階層から1.0を上回る

率比がみられはじめるという同様の傾向があること

が確認された。これらはいずれも外因死であった。

また，率比が1.5以上の年齢階級のある死因も多

く，男性 7 死因，女性 6 死因が該当した。そのう

ち，脳血管疾患，自殺（以上，男女）および肝疾患

（男性）では，複数の年齢階級で1.5以上の高い率比

が見られた。さらに，2.0以上の高い率比が，自殺

（男女）と，脳血管疾患，肺炎（以上，女性）でみ

られた。とくに自殺では男女とも複数の年齢階級で

2.0以上の率比がみられたうえ，7074歳では男性

2.9，女性3.1と，非常に高い値であった。

04 歳では，死亡総数のみで率比が得られ，男性

1.6，女性1.4と，日本人よりかなり高い死亡率で

あった。男性の死亡数31，女性の死亡数22のうち，

主要11死因での死亡は男性 8，女性 7 と少なく，そ

れ以外の死因によるところが大きいと考えられた。

 考 察

本研究では，外国人の実際の人口により近いと考

えられる法務省の登録外国人統計による外国人登録

者数を用いた死亡率を新たに算出し，外国人の死亡

率と日本人の死亡率を比較した。その結果，死亡総

数の年齢調整死亡率は外国人と日本人でほぼ同じで

あった。しかし，年齢階級別にみると，60歳以上で

は外国人の死亡率の方が高く，60歳未満では外国人

の死亡率の方が低かった。外国人はさまざまな条件

において日本人より不利な状況下にあると考えられ

ることから，2059歳の死亡率が日本人より低いこ

とは意外であった。

こうした傾向は海外ではヘルシー・マイグラント

効果として知られ12)，世界の多くの国で報告されて

いる34～37)。本研究で若年層と中年層にみられた低

い死亡率もヘルシー・マイグラント効果である可能

性がある。

しかし，それを根拠に若年層および中年層の外国

人は健康であり課題はないと結論付けるのは早計で

ある。若年層の死亡率は今回の研究では十分得られ

なかったものの，中年層では不慮の事故や自殺など

の外因死による死亡率は日本人より高かった。既存

研究でも，死亡総数の死亡率ではヘルシー・マイグ

ラント効果の存在を確認しつつ，特定の疾患などで

は確認できなかったり，移民に外因死が多かったり

する例が報告されている38)。また，ヘルシー・マイ

グラント効果にはさまざまなバイアスの存在が指摘

され，社会経済的要因の影響を統計的に取り除くと

その効果がみられなくなったとする報告39)や，低い

死亡率などのヘルス・アドバンテージは移民先の国

における在住期間の長期化とともに減少または消失

し，最終的には移民先の国の国民と同じ健康レベル

に収束するという報告40)もある。仮にそれらが事実

であれば，日本における外国人の若年層と中年層の

低い死亡率も今後の在住期間の長期化の中で減少・

消失する可能性は否定できない。

一方，60歳以上の外国人の死亡率が高いのは，従

来は存在したかもしれないヘルス・アドバンテージ

が消失した結果とも考えられる。なぜなら，高年層

の大多数を占める特別永住者の在住期間は，その歴

史的経緯から考えて今日まで長期に及んでいるから

である。ちなみに，在留資格別の年齢階級別外国人
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登録者数が公表されていない2011年までのデータに

代わり，2012年12月末現在のデータでは，60歳以上

の在留外国人（旧外国人登録者）に占める特別永住

者の割合は66.5（13万6,810人)41)であった。

ここで留意すべきは，海外で報告されている長期

滞在によるヘルス・アドバンテージの減少と消失

は，結果として移民の健康状態が移民先の国の国民

と“同等レベル”に収束するというものであるのに

対して，本研究の60歳以上の外国人の死亡率は日本

人のそれを大きく上回り，かつて存在したかもしれ

ないヘルス・アドバンテージを失うばかりか，それ

を上回るほどの負の影響を受けていると考えられる

点である。このことは，長い在住期間によるヘル

ス・アドバンテージの収束では説明できない。

特別永住者は在住期間が長いことから，日本社会

に慣れているとも考えられる一方，ストレスにより

長期間さらされているとも考えられる。そのことと

高い死亡率との関連については今回の研究からは知

り得ないが，外因死である自殺による死亡率が高い

ことは 1 つの有力な手がかりとなろう。中国人やヒ

スパニックでは高齢者でもヘルシー・マイグラント

効果が確認されたとする報告もあることから42,43)，

日本の外国人の高年層における高い死亡率の要因究

明が必要である。

ヘルシー・マイグラント効果にはさまざまなバイ

アスの存在が指摘され14,16)，効果そのものの存在に

関する議論もさまざまであり17)，解明はいまだ道半

ばである。それでも多様な要因や対象者について検

証が進められ44,45)，移民の健康について解明が進み

つつある。得られた知見は移民受け入れ国での移民

政策についての議論にも活かされている16,46)。

日本の外国人のほぼ 3 人に 2 人が将来にわたり生

活者として日本に在住する人々であると考えられる

ならば，そうした人々のかかえる健康課題への取り

組みや健康の維持・増進対策を積極的に行っていく

ことは，もはや不可欠である。ヘルシー・マイグラ

ント効果の解明は，そうした手がかりを見出すため

にも，今後，目指すべき 1 つの有力な方向性である

と思われる。

そうした中，関連する政府統計の対応が望まれ

る。人口動態統計の死亡票47)に外国人の在留資格の

記入欄はないが，在留資格は外国人の日本での活動

目的を示すものであるので，死亡率との関連をみる

ことができれば，死亡状況に関する理解を深めるこ

とにつながる。

本研究では，外国人の死亡率について，人口動態

統計特殊報告で公表されている死亡率を用いず，新

たに計算した算出値を用いた。公表値の分母人口で

ある基準人口は，もととなる国勢調査の外国人人口

把握率が低く，死亡率の過大評価になっている可能

性があるからである。国勢調査の外国人人口把握率

が実態より低いことはこれまでも認識されており，

理由として，昼間不在世帯の増加やプライバシー意

識の高まりなどの調査環境の悪化23)，国勢調査にお

ける訪問留置き調査という調査方法による限界24)，

そして国勢調査の法的根拠である統計法の強制力の

限界25)などが指摘されている。実際，統計法第61条
では罰則規定が定められている48)ものの，対象者へ

の周知不足49)，罰則の適用事例がない50)など，強制

力に限界がある。一方，登録外国人統計は入国す

る，あるいは出生した外国人をすべて対象とする33)

という対象者の把握のタイミングを考えても，把握

率は高いと考えられる。また法的強制力について

も，その法的根拠である出入国管理および難民認定

法（以下，入管法)51)では，上陸申請をしない場合

は第24条に基づいて退去強制手続が執られると規定

され，実際に同手続きが執られた入管法違反者は

2010年には 2 万4,213人にのぼる52)。こうしたこれ

らのことが総体として両統計の外国人人口把握率に

約20の違いを生じさせている（Table 1）と考え

られる。

しかし，死亡率の分母人口に外国人登録者数を用

いたことで生じる限界もある。外国人登録者数に

は，「短期滞在」の在留資格取得者が含まれてい

る33)。そうした外国人の目的は観光や商用などであ

り，生活者としての外国人とはいえない。その割合

は1.4（2 万9,093人)33)と小さいものの，死亡率の

算出値の過小評価につながる。また，外国人登録者

数は，生活者であっても在留資格をもたない外国人

は含まないのに対し，分子の死亡数は，身元不明で

引取者のない行旅死亡人53)もその死亡数に含む23)こ

とから，分母と分子の母集団が異なってしまい，そ

れが死亡率の算出値の過大評価につながる。これ

は，本研究の関心の対象である日本在住外国人の死

亡率を，外国人登録者数を分母とした算出値で推し

量ろうとしたことに伴う誤差ともいえる。その評価

は難しく，法務省が不法滞在者の数を約 9 万人から

10万人と推計している54)こと，その割合は，不法滞

在者数の最大値10万人と，2010年の外国人登録者数

213万4,151人33)とを合わせた外国人全体の 5未満

であることなどから，死亡数における行旅死亡人の

割合も同程度であると仮定すれば，死亡数への影響

は限定的であると思われる。しかし，詳細は不明で

ある。

このように，死亡率の算出値には，過小評価や過

大評価などの影響がまだ混在している。ただ，その
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影響の程度は公表値との比較において小さく，算出

値の妥当性が公表値のそれより劣ることの根拠とし

ては不十分であろう。

他にも，今回は日本人に多い主要11死因について

検討したが，結核の感染率は日本人よりも外国人で

高く55)，感染症を含む他の健康関連アウトカムにつ

いても検討が必要である。さらに，政府統計から入

手できる変数は限定的であり，重要な因子であると

考えられる滞在期間についてその影響をうかがい知

ることはできなかった。

このような限界はあるものの，本研究では，日本

在住外国人の死亡率について，過大評価の影響をで

きるだけ排除した算出値を用い，若年層と中年層で

は死亡率が日本人より低いこと，しかし年齢階級の

上昇とともに高くなっていること，そして60歳前後

を境に日本人の死亡率を上回って逆転していること

を示し，日本においてヘルシー・マイグラント効果

の存在が示唆されることを明らかにした。しかし，

いまは死亡率の低い若年層も将来的に死亡率が高く

なる可能性があること，事実，外因死（不慮の事

故，自殺）による死亡率はすでに日本人より高いこ

と，また，高年層の死亡率は日本人との比較におい

て，海外の事例に比べかなり高く，自殺（外因死）

による死亡率がとくに高いことなどを明らかにし，

日本在住外国人の健康課題への取り組みについて，

その方向性と意義について考察した。その点で公衆

衛生学的意義は大きいと思われる。

本研究にあたり，その構想段階から執筆に至るまでの

様々な段階で有益なコメントをくださった方々，また査

読者に感謝する。開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2017. 4. 7
採用 2017. 9.15)
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Mortality rates of foreign national residents in Japan: comparison with the Japanese
population and a possible healthy migrant eŠect

Eiko KOBORI, Yuko MAEDA2and Taro YAMAMOTO3

Key wordsforeign national residents, mortality rate, healthy migrant eŠect, Japan

Objectives This study clariˆed the health status of foreign nationals residing in Japan by comparing their
current mortality rates with those of the Japanese population.

Methods We focused on foreign national residents and used o‹cial statistical data from 2010. Due to the
possible overestimation of published death rates (PDRs), we computed calculated death rates
(CDRs) for foreign national residents, using the number of registered foreign national residents as
the denominator. We obtained this number from the Statistics on Foreign National Residents
provided by the Ministry of Justice.

Results The all-cause age-adjusted mortality rates (per 100,000 population) of foreign national residents
were 571.5 for men and 316.1 for women. The ratios with reference to the mortality rates of the
Japanese population were 1.1 and 1.0 for men and women, respectively, indicating that the age-ad-
justed mortality rates for foreign national residents were similar to those of the Japanese population.
However, the rate ratios by age group were 0.30.5 for those aged 2034 years, 0.61.0 for those
aged 3559 years, and 1.01.4 for those aged 60 years, suggesting that the mortality rate of for-
eign national residents increases with age when compared to that of the Japanese population.
Although the foreign population are thought to be disadvantaged in many ways, the mortality rates
of the young and middle-aged groups were lower than those of the Japanese population. A similar
tendency was observed in the cause-speciˆc mortality rates of the young and middle-aged groups of
foreign national residents, except the rates of mortality due to accidents and suicide in the middle-
aged group, which were higher than those of the Japanese population. In those aged 60 years, the
mortality rates were higher than those of the Japanese population overall, especially the mortality
rates due to suicide.

Conclusion These results suggest that young and middle-aged foreign national residents are relatively
healthy and that a healthy migrant eŠect exists in Japan. Because this health advantage may either
decrease or converge with that of the native population after long-term residence as a previous
research reported; without intervention, these lower mortality rates in the young and middle-aged
foreign national residents may eventually increase or even exceed those of the Japanese population.
More attention should be paid to middle-aged foreign national residents who have higher rates of
mortality due to accidents and suicide as well as foreign national residents aged 60 years, who
have an extremely high mortality rates due to suicide. Although overestimations and underestima-
tions are still possible, CDRs are considered more appropriate than PDRs, since the impact is
smaller. Future investigations should focus on the healthy migrant eŠect in Japan in order to address
current and upcoming health issues among foreign national residents.
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